
 

               

 

総務省統計局、独立行政法人統計センター、和歌山県、和歌山市 

及び国立大学法人東京大学がデータ利活用に係る 

連携協力に関する協定を締結しました 
 

１ 背景 

 日本全体そして多くの市町村が人口減少・少子高齢化の進展に直面する中、国においては、

限られた資源を有効に活用し、統計等データを積極的に利用した証拠に基づく政策立案

（EBPM:Evidence Based Policy Making）に取り組んでいるところですが、地方公共団体

においても、EBPM に取り組むことの必要性が高まっています。 

 そのような中、総務省統計局及び独立行政法人統計センターが統計データ利活用センター

を昨年、和歌山市内に開設しました。同センターは、先進的なデータ利活用の推進拠点とし

て、データ・サイエンス、EBPM に資する統計データの利活用を和歌山県とともに、推進し

ています。 

 また、国立大学法人東京大学空間情報科学研究センターにおいては、これまで、様々なミ

クロな時空間データを活用して、都市、建物、店舗・事業所、人、物の動きをモニタリング

して、その動向を分析し、都市・地域で起こる様々な問題の解決を目指す取組などを行って

きました。 

 この度、以上の機関に和歌山市を加えて、それぞれの能力や人材等を活用し、全国の多く

の市町村と同様、人口減少・少子高齢化の進展に直面する和歌山市において、地域課題の解

決に資する取組を進めるため、総務省統計局、独立行政法人統計センター、和歌山県、和歌

山市及び国立大学法人東京大学の５者によるデータ利活用に係る連携協力に関する協定を

締結することとなりました。 

 なお、総務省統計局及び独立行政法人統計センターが市町村と協定を締結するのは、初め

ての事例となります。 

 

２ 目的 

 連携協力機関の能力、人材等を生かし、相互の緊密かつ組織的な連携協力を図ることによ

り、統計データや行政保有データ等を利活用し、地域課題の解決に資する取組を進めること。 

 

３ 協定内容 

（１）地域の現状把握に関すること。 

（２）地域課題の見える化に関すること。 

（３）課題解決手法の検討に関すること。 

（４）統計データや行政保有データ、ビッグデータの融合やその利活用に関すること。 

（５）自治体職員の能力開発に関すること。 

（６）その他本協定の目的を達成するために必要な事項に関すること。 
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